
議   第  １３６  号   

平成２８年 ２ 月２２日提出   

 

   熊本市職員の退職手当に関する条例の一部改正について 

 

 熊本市職員の退職手当に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年条例第１６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第３条第２項中「次条第２項、第５条第１項」を「以下この項、次条第２項、第５

条第１項第４号」に改める。 

 第６条の４第１項第１号中「５０，０００円」を「６５，０００円」に改め、同項

第２号中「４５，８５０円」を「５９，５５０円」に改め、同項第３号中        

「４１，７００円」を「５４，１５０円」に改め、同項第４号中「３３，３５０円」

を「４３，３５０円」に改め、同項第５号中「２５，０００円」を「３２，５００円」

に改め、同項第６号中「２０，８５０円」を「２７，１００円」に改め、同項第７号

中「１６，７００円」を「２１，７００円」に改め、同条第４項第１号を削り、同項

第２号中「前号」を「第１項」に改め、同号を同項第１号とし、同項第３号を同項第

２号とし、同項第４号中「第１号」を「第１項」に改め、同号を同項第３号とし、同

項第５号を同項第４号とする。 

 第７条第５項第２号中「第５５条」を「第８条第３項」に改める。 

 第８条の２第９項第４号中「除く」の次に「。第１１項第２号において同じ」を加

え、同条第１１項第１号中「応募者」を「応募」に改め、同項第２号中「（第９項第４

号に規定する故意又は重大な過失によらないで管理又は監督に係る職務を怠った場合

における懲戒処分を除く。）」を削り、同条第１６項第３号中「前項」を「第１３項若
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しくは前項」に改め、同項第４号中「第９項第４号に規定する」を削る。 

 第１０条第２項中「すべて」を「全て」に改め、同条第１１項第４号中「第５６条

の２第３項」を「第５６条の３第３項」に改める。 

 第１３条第１項第１号中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改め、同条第４項中「行政不服審査

法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条第１項又は第４５条」を「行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」に改め、同条第５項第２号中「禁錮
こ

」

を「禁錮」に改める。 

 第１４条の見出し及び同条第１項第１号、第１５条第１項第１号並びに第１７条第

４項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

 附則第１１項中「給料月額は」の次に「、平成２８年３月３１日までの間」を加え

る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に職員が退職した場合におけ

る退職手当の額は、熊本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平

成２０年条例第４号。以下「平成２０年改正条例」という。）附則第２条の規定にか

かわらず、次に掲げる方法により算定された額のうち、いずれか多い額とする。 

 (1) 平成２０年改正条例附則第２条の規定により同条第１項の新制度適用職員に

支給すべきものとされた額 

 (2) 職員であって、施行日以後に退職することによりこの条例による改正後の熊本

市職員の退職手当に関する条例の規定による退職手当の支給を受けることとな

る者が施行日の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したものとし

たときの施行日の前日における給料月額及び退職の日までの勤続期間を基礎と

して、この条例による改正前の熊本市職員の退職手当に関する条例第２条の４か

ら第５条の４まで及び第６条から第６条の５まで並びに熊本市職員の退職手当

に関する条例の一部を改正する条例（平成７年条例第５０号）附則第５項から第

８項までの規定により計算した額 
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３ 次の各号に掲げる職員についての前項の規定の適用については、同項第２号中「給

料月額」とあるのは、当該各号に定める額とする。 

 (1) 熊本市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２３年条

例第８号。以下「平成２３年一般職給与条例改正条例」という。）附則第７項及

び第８項の規定の適用を受けている者 平成２３年一般職給与条例改正条例の

施行の日の前日におけるその者の給料月額に１００分の９９．６４（熊本市一般

職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第５号）別表第２の行政職員給料

表又は同条例別表第３の消防職員給料表の適用を受ける職員でその職務の級が

４級以下であるものにあっては、１００分の９９．７９）を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）（退職日給料月額と

平成２３年一般職給与条例改正条例附則第８項の規定により給料として支給さ

れる額との合計額が当該乗じて得た額に達しない者にあっては、当該合計額） 

 (2) 平成２３年一般職給与条例改正条例附則第９項の規定の適用を受けている者  

前号に規定する額に相当するものとして規則で定める額 

４ この条例による改正後の熊本市職員の退職手当に関する条例第１３条第４項の規

定は、施行日以後の支払差止処分に対する取消しの申立てについて適用し、同日前

の支払差止処分に対する取消しの申立てについては、なお従前の例による。 

 

 （提出理由） 

  国家公務員退職手当法の一部を改正する法律（平成２６年法律第１０７号）の施

行に伴い、本市職員の退職手当について国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第

１８２号）に準ずるものとする等のため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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